
地方創生に関する現状について

平成３０年９月４日

資料２
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（出典）2010年以前の人口：総務省「国勢調査」、国土庁「日本列島における人口分布の長期時系列分析」（1974年）をもとに国土交通省国土政策局作成
それ以降の人口：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」をもとに国土交通省国土政策局作成

（2010年）
12,806 万人
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総人口の長期的推移と将来推計

○ 日本の総人口は、今後100年間で100年前（明治時代後半）の水準に戻っていく可能性。
○ この変化は千年単位でみても類を見ない、極めて急激な減少。
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資料：厚生労働省「平成29年（2017）人口動態統計月報年計（概数）」等

日本の出生率・出生数の推移

○ 出生数・出生率は、1970年代半ばから長期的に減少傾向。2016年は出生数が100万人を切った。
○ 合計特殊出生率は、人口置換水準（人口規模が維持される水準）の2.07を下回る状態が、1974年（昭和49
年）の2.05以降、40年以上にわたり続いている。
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第１人口移動期
(1960～1973

(オイルショック))

（転入超過数 万人）

三大都市圏及び地方圏における人口移動（転入超過数）の推移

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」（日本人人口）
（注）上記の地域区分は以下の通り。
東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
三大都市圏：東京圏、名古屋圏、大阪圏 地方圏：三大都市圏以外の地域

第１人口
移動均衡期
(1973～1980)

第２人口移動期
(1980～1990年代

(バブル崩壊))

第２人口移動均衡期
(1993～1995)

第３人口移動期
(2000～)

大阪圏

名古屋圏

地方圏

37.7万人

21.1万人

6.3万人

-65.1万人
地方圏からの転出超過ピーク

東京圏
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12.0万人

- 0.9万人

- 0.5万人

- 10.6万人

人口移動の状況

○ これまで３度、地方から大都市（特に東京圏）への人口移動が生じてきた。
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首都圏への人口集中・欧米諸国との比較
日本（東京）

英国（ロンドン）

イタリア（ローマ）

フランス（パリ）

ドイツ（ベルリン）

アメリカ（ニューヨー

ク）

（首都圏人口／総人口、％）

（年）

人口増減割合別の地点数
（2010年→2050年）

（資料出所等）
左上図：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告（2010年

―2017年・日本人人口）」。なお、東京圏は東京都・神奈川
県・埼玉県・千葉県の合計、名古屋圏は愛知県・岐阜県・三
重県の合計、大阪圏は大阪府・兵庫県・京都府・奈良県の合
計。

左下図：国土交通省国土政策局「国土のグランドデザイン2050」
（平成26年７月４日）の関連資料

右図：総務省「国勢調査報告」、国土交通省国土政策局推計値
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東京への人口集中と人口減少地域の増加

○人口流入によって東京圏に人口が集中。国際的にも、首都圏への人口集中の度合いが強い。
○一方、2050年には、人口が半分以下になる地点が６割を超え、うち２割では無居住化。

住民基本台帳転出入超過数
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資料出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」（2010年―2017年/日本人人口）

東京圏への転入超過数（2010年－2017年、年齢階級別）

○ 東京圏への転入超過数の大半を10代後半、20代の若者が占めており、大学等への進学や就職が一つの
きっかけになっているものと考えられる。
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（出所）日本創成会議・人口減少問題検討分科会
「ストップ少子化・地方元気戦略」より。

人口減少の要因（地方と３大都市）

○ 東京圏の出生率は極めて低い。
○ 地方から三大都市圏への若者の流出・流入と低出生率が人口減少に拍車。

資料：厚生労働省「平成29年（2017）人口動態統計月報年計（概数） 」

出生率の地域差



国の長期ビジョン ：２０６０年に１億人程度の人口を維持する中長期展望を提示

国の総合戦略 ：２０１５～２０１９年度（５か年）の政策目標・施策を策定

地方人口ビジョン ：各地域の人口動向や将来人口推計の分析や
中長期の将来展望を提示

地方版総合戦略 ：各地域の人口動向や産業実態等を踏まえ、
２０１５～２０１９年度（５か年）の政策目標・施策を策定

地 方

国 平成26年12月策定

すべての都道府県、１，７４０市区町村において策定済み

国と地方のビジョン・総合戦略について
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Ⅰ.人口減少問題の克服
◎2060年に１億人程度
の人口を維持

◆人口減少の歯止め

・国民の希望が実現 した
場合の出生率
（国民希望出生率）＝1.8

◆「東京一極集中」の
是正

Ⅱ.成長力の確保
◎2050年代に実質GDP
成長率1.5〜２%程度維持
（人口安定化、生産性向
上が実現した場合）

中長期展望（2060年を視野） 基本目標（成果指標、2020年）

○「小さな拠点」の形成
・「小さな拠点」 1,000か所：908か所（2017年度）
・地域運営組織 5,000団体 ：3,071団体（2016年度）

○「連携中枢都市圏」の形成
・連携中枢都市圏 30圏域 ：23圏域（2017年10月）

○大都市圏の医療・介護問題・少子化問題への対応
・建替え等が行われる公的賃貸住宅団地(100戸以上)における、高齢者世帯等の支
援に資する施設の併設率：2016年度～2025年度の期間内に建替え等が行われる
団体のおおむね９割：84.4％(2016年度)

① 地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする
◆若者雇用創出数（地方）

2020年までの５年間で30万人 現状：18.4万人

◆若い世代の正規雇用労働者等の割合
2020年までに全ての世代と同水準

15～34歳の割合：94.3％（2016年）
全ての世代の割合：94.5％（2016年）

◆女性の就業率 2020年までに77%：72.7％（2016年）

長期ビジョン

② 地方への新しいひとの流れをつくる
◆地方・東京圏の転出入均衡(2020年)

東京圏への転入超過数：１２万人（2016年）

・東京圏→地方転出 ４万人増：1万人減（2016年）
・地方→東京圏転入 ６万人減：1万人増（2016年）

まち・ひと・しごと創生総合戦略（2017 改訂版）（～2019年度）

③ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
◆安心して結婚・妊娠・出産・子育てできる社会を達成してい
ると考える人の割合40％以上 ：42.6％（2017年２月暫定値）
◆第１子出産前後の女性継続就業率55％：53.1％（2015年）
◆夫婦子ども数予定（2.12）実績指標95％：93％（2015年）

○農林水産業の成長産業化
・６次産業化市場10兆円 ：5.5兆円（2015年度）
・農林水産物等輸出額 １兆円：7,502億円(2016年)

○観光業を強化する地域における連携体制の構築
・訪日外国人旅行消費額8兆円：3兆7,476億円（2016年）
・世界水準のDMOの形成数100

○地域の中核企業、中核企業候補支援
・3年間で2,000社支援（地域未来投資促進法の活用等）
・地域中核企業候補等の先導的プロジェクトを5年間で1,000支援し、平均売上高を５
年間で３倍（60億円）

○企業の地方拠点機能強化
・雇用者数４万人増加：11,560人（※地域再生計画（H29.11）に記載された目標値）

○地方における若者の修学・就業の促進
・自道府県大学進学者割合平均36％：32.7％（2017年度）

○地方移住の推進
・年間移住あっせん件数 11,000件：約6,800件（2016年度）

○少子化対策における「地域アプローチ」の推進
・週労働時間60時間以上の雇用者割合を５％に低減 ：7.7％(2016年）

○若い世代の経済的安定
・若者の就業率79％に向上 ：77.7％（2016年）

○妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援
・支援ニーズの高い妊産婦への支援実施100％：86.4％(2015年度）

主要施策とKPI

④ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るととも
に、地域と地域を連携する

◆立地適正化計画を作成する市町村数 300市町村

：112都市(2017年７月)
◆都市機能誘導区域内に立地する誘導施設数の占める割
合が増加している市町村数 100市町村
◆居住誘導区域内に居住している人口の占める割合が増
加している市町村数 100市町村

※平成26年12月27日閣議決定 平成29年12月22日改訂

【地方創生版・三本の矢】 情報支援（RESAS）、人材支援（地方創生カレッジ、地方創生コンシェルジュ、地方創生人材支援制度）、財政支援（地方創生推進交付金、企業版ふるさと納税、まち・ひと・しごと創生事業費）

まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」と「総合戦略（2017 改訂版）」の全体像（詳細版）
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＜基本目標①＞地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする

＜基本目標②＞地方への新しいひとの流れをつくる

①生産性の高い、活力に溢れた地域経済実現に向けた総合的取組
・地域の技の国際化、地域の魅力のブランド化、地域のしごとの高度化
・創業支援・起業家教育、事業承継の円滑化、事業再生、経営改善支援等
・地域経済牽引事業の促進、近未来技術の実装、生活産業の実装等
②観光業を強化する地域における連携体制の構築
・DMOを核とする観光地域づくり・ブランディングの推進、受入環境整備
・多様な地域資源（文化、スポーツ、産業遺産等）を活用したコンテンツづくり
③農林水産業の成長産業化
・輸出プロモーション・ブランディング戦略の立案・実行、農村地域産業導入促進法による雇用と所得の創出
④地方への人材還流、地方での人材育成、雇用対策
・「プロフェッショナル人材戦略拠点」の活用促進等

①政府関係機関の地方移転
・文化庁等の中央省庁等の地方移転の推進、サテライトオフィスの充実
②企業の地方拠点強化等
・本社機能の移転や地方での拡充を行う事業者に対する支援措置の一層の推進等
③地方創生に資する大学改革等
・日本全国や世界中から学生が集まるような「キラリと光る地方大学づくり」等
④地域における魅力あるしごとづくりの推進等
・起業・創業の促進、東京に本社を持つ大企業等による地方での雇用機会の創出、地方創生インターンシップの推進、奨学金
返還支援制度の全国展開等
⑤子供の農山漁村体験の充実
・教員の負担軽減、受入れ農家の確保等の課題、送り手側と受入れ側のマッチングの仕組み等について調査・分析を進め、支
援策の充実強化を検討
⑥地方移住の推進
・移住・定住施策の好事例の横展開、農泊、「生涯活躍のまち」の推進
・これまでにない地方生活の魅力の発信、UIJターン対策の抜本的な強化

まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」と「総合戦略（2017 改訂版）」の全体像（詳細版）
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＜基本目標③＞若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

＜基本目標④＞時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する

①少子化対策における「地域アプローチ」の推進
・「地域働き方改革会議」における取組の支援、先駆的・優良な取組の横展開
②若い世代の経済的安定
・新卒者等への就職支援、フリーター等の正社員化支援
③出産・子育て支援
・幼児教育の無償化、待機児童の解消

①まちづくり・地域連携
・連携中枢都市圏の形成、定住自立圏の形成の促進
・BID制度を含むエリアマネジメントの推進
・都市のコンパクト化と周辺等の交通ネットワーク形成に当たっての政策間連携の推進
・地方都市における「稼げるまちづくり」の推進（空き店舗活用等による商店街の活性化）
②「小さな拠点」の形成（集落生活圏の維持）
・地域住民による集落生活圏の将来像の合意形成及び取組の推進
③大都市近郊の公的賃貸住宅団地の再生・福祉拠点化
・公的賃貸住宅団地のストック活用や建替え時の福祉施設等の併設による団地やその周
辺地域における高齢者の地域包括ケアの拠点の形成等の推進
④地方公共団体の持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向けた取組の推進
・地方公共団体に対する普及促進活動の展開、SDGs達成のためのモデル事例の形成

まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」と「総合戦略（2017 改訂版）」の全体像（詳細版）
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５か年の総点検を経て
第２期総合戦略へ

ライフステージに応じた地方創生の充実・強化

◎国の総合戦略策定

◎地方版総合戦略策定

◎地方創生の新展開と
ＫＰＩの総点検

２０１６ 中間年

２年目

２０１８

４年目

◎ライフステージに応じた地方
創生の充実・強化

（「ひと」と「しごと」に焦点）

・キラリと光る地方大学づくり 等
・わくわく地方生活実現政策パッケージ

- UIJターンによる起業・就業者創出
- 女性・高齢者等の活躍の推進
- 地方における外国人材の活用 等

◎地方創生版
三本の矢創設

２０１９

５年目

第１期総合戦略
総仕上げ

＜基本目標①＞
地方に「しごと」をつくる

＜基本目標②＞
地方への新しい「ひと」の

流れをつくる

＜基本目標③＞
結婚・子育ての希望実現

＜基本目標④＞
「まち」をつくる

◎各基本目標等の主なＫＰＩ（２０２０年目標）の進捗状況

スタートアップ

２０１４・２０１５

○ 2017年度（総合戦略の中間年）のKPIの総点検を踏まえて、地方・東京圏の転出入均衡
という基本目標をはじめとする各基本目標の達成を目指して、ライフステージに応じた地
方創生の充実・強化に取り組む。

・地方大学等有識者会議
・KPIの検証・改善

・若者雇用創出数（地方）
：５年間で30万人
➡18.4万人創出（2016年度推計）

・女性（25～44歳）の就業率
：77％

69.5％（2013年）
➡74.3％（2017年）

・地方・東京圏の転出入均衡

東京圏への年間転入超過
10万人 （2013年）

➡ 12万人（2017年）

・第１子出産前後の女性継続就業率
：55％

38.0% （2010年）
➡53.1%（2015年）

・週労働時間60時間以上の雇用者
割合：５％に低減

8.8% （2013年）
➡7.7%（2017年）

・立地適正化計画作成市町村数
：300都市
4都市 （2016年9月末）

➡161都市（2018年5月1日現在）

・「小さな拠点」等の地域運営組
織形成数
：５千団体
1,656団体（2014年）

➡4,177団体（2017年）

・情報支援
・人材支援
・財政支援

２０１７
◎「まち」にも焦点を
当てた政策の検討
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・地方創生関係交付金
・企業版ふるさと納税

「地方創生版・三本の矢」 「自助の精神」をもって意欲的に取り組む地方公共団体を強力に支援

情報支援の矢 人材支援の矢

・地方創生カレッジ
・地方創生人材支援制度

・地域経済分析システム
（RESAS）

まち・ひと・しごと創生基本方針2018（平成30年６月15日閣議決定）

１．ライフステージに応じた地方創生の充実・強化

⑴ 地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする

・地域中核企業支援等を通じた地域未来投資の促進
・観光地域づくり・ブランディング等の推進
・近未来技術等の実装

⑵ 地方への新しいひとの流れをつくる

・キラリと光る地方大学づくり等
・地方への企業の本社機能移転の促進
・政府関係機関の地方移転

⑶ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

・「地域働き方改革会議」における「働き方改革」の実践等

⑷ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守る
とともに、地域と地域を連携する

・エリアマネジメント等によるまちづくりの推進
・遊休資産等の活用を通じた「稼ぐ力」の向上
・小さな拠点及び地域運営組織の形成

⑴ 若者を中心としたUIJターン対策の抜本的強化

・UIJターンによる起業・就業者創出（６年間で６万人）

・地域おこし協力隊の拡充（６年後に８千人）

・子供の農山漁村体験の充実

⑵ 女性・高齢者等の活躍による新規就業者の掘り起こし
（６年間で24万人）

⑶ 地方における外国人材の活用

２．「わくわく地方生活実現政策パッケージ」の策定・実行

財政支援の矢

地方創生の基本方針

・「まなび」の充実・学び直しが新たな可能性を生む
・「稼ぐ力」を磨き上げ、経済的自立を目指す

３．人生100年時代の視点に立った地方創生

４．平成32年度以降の次期５か年の「総合戦略」に向けて

・第１期の総仕上げを目指すとともに、必要な調査･分析を
行い、次期「総合戦略」の策定に取り組む

12



これまでの地方創生の主な取組

○小さな拠点（地域運営組織）
（Ｈ２７～）

○企業の地方拠点強化税制
（Ｈ２７～）

○政府関係機関の地方移転
（Ｈ２８～）

○地方大学・産業創生法
（Ｈ３０～） ○わくわく地方生活実現政策

パッケージ （Ｈ３０～）

○地域再生ｴﾘｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ負担金制度
（Ｈ３０～）

情報支援 人材支援 財政支援

「地方創生版・三本の矢」

○ＲＥＳＡＳ ○地方創生人材支援制度
○地方創生カレッジ
○プロフェッショナル人材事業

○地方創生推進交付金
○企業版ふるさと納税

しごと まちひと

○地方創生インターンシップ
（Ｈ２８～）

○生涯活躍のまち （Ｈ２８～）

○都市再生 （Ｈ１４～）

（都市再生緊急整備地域等）

○コンパクトシティ・プラス・

ネットワーク （Ｈ２６～）

○子供の農山漁村体験の
充実 （Ｈ３０～）

○地域アプローチによる
働き方改革 （Ｈ２７～）

○ＤＭＯ
（Ｈ２７～）

13



東京一極集中の是正に向けた今後の取組（まち・ひと・しごと創生基本方針2018）

○「ひと」と「しごと」に焦点を当てた
「わくわく地方生活実現政策パッケージ」

・若者等が夢や希望を抱いた地方移住を加速

・女性や高齢者等の活躍

・外国人材の活用

○「まち」に焦点を当てた中枢中核都市の
魅力向上のための政策の検討

中枢中核都市の機能を抜本的に強化する
方策を検討

(農山漁村や地方都市への支援はさらに
充実)

平成31年度実施

平成31年度以降

地域魅力創造有識者会議で具体化

枠組みを基本方針2018に盛り込み

○まち・ひと・しごと創生本部が司令塔となって関係府省と連携して、「わくわく地方生活実
現政策パッケージ」 を策定し、地方創生を大胆に実行する。

○中枢中核都市の機能強化を図るための方策について検討し、年内に成案を得る。

14

地域魅力創造有識者会議で検討



Ⅱ．地方創生の基本方針

１．ライフステージに応じた地方創生の充実・強化

今後は「まち」にも焦点を当て、東京圏への転出超過数の多い地方公共団体は、政令指定都

市などの中枢中核都市が大半を占めていることを踏まえ、中枢中核都市の機能強化を図り、企

業誘致や地域の企業の事業拡大等によって企業活動が活性化し、人や大学が集積する魅力ある

拠点にしていくための方策について検討し、年内に成案を得る。

２．「わくわく地方生活実現政策パッケージ」の策定・実行

まち・ひと・しごと創生本部が司令塔となって関係府省と連携して、以下の（１）から

（４）から成る「わくわく地方生活実現政策パッケージ」 を策定し、地方創生を大胆に実行

する。

（１）若者を中心とした UIJ ターン対策の抜本的強化

（２）女性・高齢者等の活躍による新規就業者の掘り起こし

（３）地方における外国人材の活用

（４）国民の関心を惹きつける効果的・戦略的な情報発信

（参考）まち・ひと・しごと創生基本方針2018 
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16資料：住民基本台帳の人口移動のデータ(日本人人口)に基づき、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局において作成。

63市で50%

政令市
中核市
その他の市

東京圏への転入超過数 市町村別内訳と累積割合（2017年 上位63市）



17
資料：住民基本台帳の人口移動のデータ（日本人人口）に基づき、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局において作成。

※人口は総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（平成29年1月1日現在・日本人人口）」を用いた。

東京圏への転入超過数 上位63団体の人口に対する割合 2017年



青森県

秋田県

山形県

福島県

岩手県

転入超過 ：+876
15～19歳：+258
20～24歳：+288
転入：2,339
転出：1,463

◆ 仙台市は全国の市区町村に対し1,724人の転入超過。
◆ うち、対県内が1,371人、対県外が353人。
◆ 対県外353人の内訳は以下の通り。
（１）対東北５県（宮城県を除く）：＋4,125人
（２）対東京圏：△3,502人（転出超過）
（３）対東北、東京圏を除く、その他のブロック
（北関東含む）： △270人

東京圏
（一都三県）

その他
ブロック

東北、東京圏
を除く

転入超過 ：△3,502
15～19歳：△ 417
20～24歳：△1,311
25～39歳：△ 906
40～54歳：△ 477
転入：10,197
転出：13,699

転入超過 ：△ 270
15～19歳：+ 164
20～24歳：+   125
25～39歳：△ 248
40～54歳：△ 168
転入：8,323
転出：8,593

転入超過 ：+845
15～19歳：+303
20～24歳：+342
転入：3,048
転出：2,203

転入超過 ：+722
15～19歳：+229
20～24歳：+253
転入：1,842
転出：1,120

転入超過 ：+848
15～19歳：+212
20～24歳：+308
転入：2,603
転出：1,755

転入超過 ：+834
15～19歳：+169
20～24歳：+241
転入：3,197
転出：2,363

東京圏への転出入等の人口移動分析概要（仙台市・男女計）（2017年）

18
資料：住民基本台帳の人口移動のデータ（日本人人口）に基づき、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局において作成。



わくわく地方生活実現政策パッケージ

＜現状＞
○若者を中心に、地方から東京圏へ毎年10万人を
超える転出超過

○地方の若者は３割減少（15年間で△532万人）

○15歳以上の就業者は、地方では大幅に減少
（15年間で△228万人、東京圏は＋160万人）

包括的かつ大胆な「わくわく地方生活実現政策パッケージ」を策定・実行する

１．ＵＩＪターンによる起業・就業者創出（６年間で６万人）

・全国規模のマッチングを支援するとともに、東京圏から地方への移住者の経済負担を軽減

２．女性・高齢者等の活躍による新規就業者の掘り起こし（６年間で24万人）

・全国規模のマッチングを支援するとともに、新規に就業する女性・高齢者等に対して必要な支援

３．地方における外国人材の活用

・在外の親日外国人材を、地方公共団体のニーズ（地方創生業務）とマッチングさせる仕組みの構築

・外国人留学修了者が円滑に就労しやすくするための、在留資格の変更手続きの簡素化等

４．地域おこし協力隊の拡充（６年後に８千人）

５．子供の農山漁村体験の充実

６．企業版ふるさと納税の活用促進

７．国民の関心を惹きつける効果的・戦略的な情報発信

＜ねらい＞
○東京一極集中の是正

○地方の担い手不足への対処

○「地方で起業したい」、「自然豊かな地方で子
育てをしたい」など、移住者等の多様な希望を
かなえる

19



平成31年度地方創生関連予算概算要求等

◎平成31年度地方創生関連予算概算要求

１．地方創生推進交付金の確保 1150億円 1000億円

・起業／就業支援（わくわく地方生活実現政策パッケージ） 84.8億円

２．地方大学・地域産業の創生 173.5億円 100.0億円

・地方大学・地域産業創生交付金事業 等 165.0億円 95.0億円

３．地方創生に取り組む地方への情報・人材・財政面での支援 10.3億円 8.7億円

・地域経済分析システム（RESAS）による地方版総合戦略支援事業 等 1.7億円 1.4億円

４．地方創生に係る調査・推進事業等 18.9億円 13.2億円

・国及び地方における次期総合戦略策定に係る調査・分析事業 等 2.2億円 0.3億円

H31概算要求 H30予算額

◎平成31年度税制改正要望（地方創生関連）

１．地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の拡充・延長

地方創生を推進し、企業から地方公共団体への寄附を安定的かつ継続的に確保するため、税制措
置の拡充・延長等を図る。

２．地方における企業拠点の強化を促進する税制措置の拡充
東京一極集中を是正し、企業の本社機能移転等の加速化を図るため、税制措置の拡充等を図る。
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国
交付金（１/２）

都道府県
市町村

【対象事業】

①先駆性のある取組及び先駆的・優良事例の横展開

・官民協働、地域間連携、政策間連携、事業推進主体の形成、

中核的人材の確保・育成
例）しごと創生（地域経済牽引事業等）、観光振興（ＤＭＯ等）、

地域商社、生涯活躍のまち、子供の農山漁村体験、働き方改革、

小さな拠点、商店街活性化 等

②わくわく地方生活実現政策パッケージ（移住支援及び新規就業

支援）

・東京圏から地方への移住者の移住に要する費用などの経済負担

を軽減する取組

・女性・高齢者等の新規就業に要する費用などの経済負担を軽減

する取組

【手続き】

○地方公共団体は、対象事業に係る地域再生計画（５ヶ年度以内）

を作成し、内閣総理大臣が認定します。

○地方創生の充実・強化に向け、地方創生推進交付金により支援

します。

①地方版総合戦略に基づく、地方公共団体の自主的・主体的で

先導的な事業を支援

②ＫＰＩの設定とＰＤＣＡサイクルを組み込み、従来の「縦割

り」事業を超えた取組を支援

③地域再生法に基づく法律補助の交付金とし、安定的な制度・

運用を確保

※本交付金のうち100億円については、地方大学・産業創生法に基づ
く交付金として執行

地方創生推進交付金（内閣府地方創生推進事務局）

３１年度概算要求額 １,１５０億円【うち優先課題推進枠２５２.０億円】

（３０年度予算額 １,０００億円）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

資金の流れ

○先駆的な取組等を後押しすることにより、地方における安定した雇

用創出、地方への新しいひとの流れ、まちの活性化など地方創生の

充実・強化に寄与するとともに、東京一極集中の是正、地方の担い

手不足への対処等に向け、地方創生を大胆に実行します。

期待される効果

具体的な
「成果目標（ＫＰＩ）」

の設定

「ＰＤＣＡ
サイクル」
の確立

（１/２の地方負担については、地方財政措置を講じます） 21



新規事業 移住・起業

わくわく地方生活実現政策パッケージに係る要求項目（地方創生推進交付金関係）

ＵＩＪターン希望者

東京圏地方

国

最大で100万円を支給

マッチングを
支援する仕組み
幅広い求人情報

求人情報の提供

最大で300万円を支給

中小企業等支
援

移住・就業

マッチング支援
対象企業地方公共団体

地方創生推進交付金
（補助率１/２）

（施策イメージ：移住支援の場合）

移住支援 新規就業支援

目的 ■東京圏からのUIJターンの促進
■地方の担い手不足対策

■新規就業支援
■地方の担い手不足対策

支援対象者※１ ■東京圏から道府県※２への移住者 ■一定期間職に就いていない者

事業主体 ■地方公共団体※３ ■地方公共団体

支援内容 ■移住に要する費用など ■新規就業に要する費用など

金額 ■中小企業等※４に移住者が就業した場合
⇒最大100万円（国費 50万円）

■移住し起業した場合
⇒最大300万円（国費150万円）

■中小企業等※４に就業した場合
⇒最大 30万円（国費 15万円）

■起業した場合
⇒最大100万円（国費 50万円）

※１ 支援対象者の居住地域等の要件については、地域魅力創造有識者会議にて検討予定。
※２ 東京都、埼玉県、千葉県及び神奈川県を除く道府県。
※３ 東京都、埼玉県、千葉県及び神奈川県（これらの都県に所在する市区町村を含む。）を除く。
※４ 地方公共団体がマッチング支援の対象※５とした中小企業等に限る。
※５ 事業主体による移住希望者等と中小企業等のマッチングを支援する仕組みの構築を別途支援。

検討中

地域の企業、金融機関、経済団体等

利用

地方公共団体と連携して移住者の就業・起業を支援
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○国が策定する地域における大学振興・若者雇用創出に関す
る基本指針を踏まえ、首長主宰の推進会議（地方公共団体、
大学、産業界等で構成）を組織し、地域の産業振興・専門
人材育成等の計画を策定。

○地方公共団体が申請した同計画（概ね10年間）について、
国の有識者委員会の評価を踏まえ、基本指針で定める基準
（自立性、地域の優位性等）により優れたものを認定し、
本交付金により支援（原則５年間）。

○地方公共団体等が設定したKPIを、国の有識者委員会の評
価を踏まえ毎年度検証し、PDCAサイクルを実践。

○このほか、内閣府交付金の対象となる大学においては、文
部科学省計上分（国立大学法人運営費交付金及び私立大学
等改革総合支援事業のうちの25億円分）を交付。

○地方を担う若者が大幅に減少する中、地域の人材への投資を通じて
地域の生産性の向上を目指すことが重要です。

○このため、首長のリーダーシップの下、産官学連携により、地域の
中核的産業の振興や専門人材育成などを行う優れた取組を、本交
付金により重点的に支援します。

○これにより、日本全国や世界中から学生が集まるような「キラリと
光る地方大学づくり」を進めます。

○「地域における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による若者の
修学及び就業の促進に関する法律」に基づき、地方大学の振興、
東京の大学の定員抑制、若者の雇用創出の措置を講じ、地域にお
ける若者の修学･就業の促進を強力に進めます。

地方大学・地域産業創生交付金事業（内閣府地方創生推進事務局）

３１年度概算要求額 内閣府及び文部科学省合計 １６５億円
【うち優先課題推進枠７０億円（内閣府交付金分）】（３０年度予算額 ９５億円）

内閣府交付金分：１４０億円（地方大学・地域産業創生交付金４０億円、地方創生推進交付金活用分１００億円）
文部科学省計上分：２５億円

事業概要・目的 事業イメージ

○地域の産業振興、専門人材育成等の取組の推進により、地域の
生産性の向上、若者の定着を促進します。

○「キラリと光る地方大学づくり」により、学生の地方大学への
進学が推進され、東京一極集中の是正に寄与します。

期待される効果

国

資金の流れ（内閣府交付金）

都道府県
政令指定都市等

地方公共団体

大学等 産業界等

・組織レベルでの推進会議の構築

・産業振興と専門人材育成の一体的推進

・海外連携等による特色ある大学改革
（学部・学科再編等）の実施

キラリと光る
地方大学づくり

地方負担については、地方財政措置を講じます

交付金

（１/２，２/３, ３/４ ）

地域における
大学振興・若者雇用創出

推進会議
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地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の拡充・延長

【現行制度】

国税＋地方税

法人住民税
＋法人税

法人
事業税

企業負担（約４割）

損金算入（約３割）

寄附額

（２割） 税額控除 （１割）

税額控除の特例措置の５年間（平成36年度まで）の延長及び特定の寄附に係る税額控除割合の引き上げ
を図る。

※ 今後、次期総合戦略の策定等を見据え、改正のタイミングを含めて具体的に検討。

２． 制度の延長・拡充

企業版ふるさと納税の一層の活用促進を図るため、企業や地方公共団体からの意見等を踏まえ、

徹底した運用改善及び制度の拡充・延長を要望する。

１． 運用改善

○ 寄附払込時期の弾力化
・ 事業費確定前の寄附の受領を認める。

○ 基金への積立要件の緩和
・ 各年度において、寄附額を基金積立額の５割以下とする要件を撤廃する。

○ 地方創生関係交付金と併用した場合のインセンティブ付与

○ 地域再生計画の認定に係る事務手続の簡素化

※ 上記のほか、申請時における寄附企業確保の要件の廃止、経済的利益の供与に当たらない具体例の明確化、
地域再生計画の作成支援等を行う。

本税制の適用期限は
平成31年度まで
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移転型拡充型(含対内直投)

地方にある企業の本社機能の
強化を支援

東京23区からの移転の場合、
拡充型よりも支援措置を深掘り

企業の地方拠点強化に係る措置（平成31年度税制改正要望） 適用期限：平成31年度まで

建物の取得価額に対し税額控除4％又は特別償却15％

増加雇用者１人当たり最大60万円を税額控除

雇用促進税制

建物の取得価額に対し税額控除7％又は特別償却25％

オフィス減税

増加雇用者１人当たり最大90万円*を税額控除
＊近畿圏・中部圏の既成都市区域等の場合は最大80万円

地方拠点強化税制

地方の企業の拠点拡充

東京23区

東京一極集中の是正
地方移転の促進

地域再生計画（都道府県作成→国認定）

支援対象外地域：東京圏・中部圏・近畿圏の既成市街地等 支援対象外地域：東京圏の既成市街地等

地方活力向上地域等特定業務施設整備計画（事業者作成→知事認定）

東京一極集中是正の加速化に向けて、中枢中核都市において事務所等を整備する場合には、措置内
容の拡充等を検討する。

要望内容
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